
経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対する合意の概要（2021年10月）

　最近の我が国の主な取組みとして、令和3年（2021年）10月に
OECD・G20の「BEPS包摂的枠組み」において合意された2本の
柱のうち、第2の柱である「グローバル・ミニマム課税」の導入を行い
ました。第1の柱である「市場国への新たな課税権の配分」について
は、現在、多数国間条約の策定に向けた議論が行われています。

　主な国際的取組みに、「BEPS（Base​Erosion​and​Profit​
Shifting（税源浸食と利益移転））プロジェクト」があります。これ
は、多国籍企業による国際的な課税逃れを防ぎ、公平な競争条件を整
えるために、日本も参加してOECDが中心となって進めたもので、平
成27年（2015年）10月に主要国間で合意し、今や140以上の国・
地域が参加する一大プロジェクトです。

　国際課税制度は、国際的に活動する企業・個人の課税関係を調整す
る仕組みです。国際的にルールを統一化・明確化しておくことが経済
活動や行政にとって重要ですので、日本の国際課税制度は国際的な議
論も踏まえて設計しています。

国際課税制度について1

売上高200億ユーロ超、利益率10％超の大規模・高利益水準
のグローバル企業グループを対象として、通常利益（収入の
10％）を超える残余利益の25％を市場国に配分 

年間総収入金額が7.5億ユーロ以上の多国籍企業を対象とし
て、一定の適用除外を除く所得について、各国ごとに最低税率
15％以上の課税を確保する仕組み

≪Ａ国(通常の税率)≫ ≪Ｂ国(軽課税国)≫ 

同一
グループ
関連企業 

Ａ国税務当局 

市場国 

費用等 

通常利益 

残余利益 配分利益 
（利益A） 

グローバル企業グループ全体の収入 所得合算ルール（IIR：Income Inclusion Rule）

第１の柱（市場国への新たな課税権の配分）

親会社 子会社
等

※上記の所得合算ルール（ＩＩＲ）の他、軽課税所得ルール
　（UTPR）・国内ミニマム課税（QDMTT）がある

物理的拠点の
有無によらず、
収入に応じて
市場国間で配分 

第２の柱（グローバル・ミニマム課税）

【通常利益】 
収入の10％ 

【残余利益】 
通常利益を超える利益 

【配分利益】
残余利益の25％ 

子会社等の税負担が 
最低税率（15％）に
至るまで課税 
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「国際課税」を知ろう７.
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　日本は、二重課税の除去等を通じた二国間の健全な投資・経済交流の
促進を図ることを目的として、各国との間で租税条約を結んでいます。
租税条約では、国際的な租税回避や徴収回避に対抗することを目的と
して、情報交換や徴収共助といった税務当局間の協力のための枠組み
も規定されています。

　令和7年（2025年）7月1日時点で、日本は87の租税条約等を
156か国・地域との間で適用しています。

 

租税条約 
情報交換協定 
税務行政執行共助条約のみ
日台民間租税取決め 

アジア・大洋州（29） 
インド シンガポール ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ フィリピン マレーシア 
インドネシア スリランカ パキスタン ブルネイ サモア（※） 
ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ タイ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ ベトナム マカオ（※） 
韓国 中国 フィジー 香港 台湾（注３） 
（執行共助条約のみ）  
クック諸島 ニウエ バヌアツ ﾏｰｼｬﾙ諸島 モンゴル 
ナウル ﾆｭｰｶﾚﾄﾞﾆｱ パプアニューギニア モルディブ  
 

ロシア・ＮＩＳ諸国（12）  
ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ ジョージア ベラルーシ 
アルメニア カザフスタン タジキスタン モルドバ 
ウクライナ キルギス トルクメニスタン ロシア 

 
 

中東（10） 
アラブ首長国連邦 クウェート 
イスラエル サウジアラビア 
オマーン トルコ 
カタール  
（執行共助条約のみ） 
バーレーン レバノン 
ヨルダン  
 

アフリカ（23） 
アルジェリア ザンビア モロッコ  
エジプト 南アフリカ   
（執行共助条約のみ）  
ウガンダ ケニア ナミビア モーリタニア 
エスワティニ ｾｰｼｪﾙ ブルキナファソ リベリア 
ガーナ セネガル ベナン ルワンダ 
ｶｰﾎﾞﾍﾞﾙﾃﾞ ﾁｭﾆｼﾞｱ ボツワナ  
カメルーン ﾅｲｼﾞｪﾘｱ ﾓｰﾘｼｬｽ  
 

北米・中南米（36） 
アメリカ 
ウルグアイ 
エクアドル 
カナダ 
コロンビア 
ジャマイカ 
チリ 
ブラジル 
ペルー 
メキシコ 
ケイマン諸島（※） 
英領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島（※） 
パナマ（※） 
バハマ（※） 
バミューダ（※） 
（執行共助条約のみ） 
アルゼンチン 
アルバ 
アンギラ 
ｱﾝﾃｨｸﾞｱ・ﾊﾞｰﾌﾞｰﾀﾞ 
エルサルバドル 
キュラソー 
グアテマラ 
グレナダ 
コスタリカ 
ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ・ﾈｰﾋﾞｽ 
ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄ及びｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島  
セントマーティン 
セントルシア 
ターコス・カイコス諸島 
ドミニカ共和国 
ドミニカ国 
トリニダード・トバゴ 
パラグアイ 
バルバトス 
ベリーズ 
モンセラット 
 

欧州（46） 
アイスランド ドイツ 
アイルランド ノルウェー 
イギリス ハンガリー 
イタリア フィンランド 
エストニア フランス 
オーストリア ブルガリア 
オランダ ベルギー 
ギリシャ ポーランド 
クロアチア ポルトガル 
スイス ラトビア 
スウェーデン リトアニア 
スペイン ルーマニア 
スロバキア ルクセンブルク 
スロベニア ガーンジー（※） 
セルビア ジャージー（※） 
チェコ マン島（※） 
デンマーク ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ（※） 

（執行共助条約のみ）  
アルバニア ジブラルタル 
アンドラ フェロー諸島 
北マケドニア ボスニア・ヘルツェゴビナ 
キプロス マルタ 
グリーンランド モナコ 
サンマリノ モンテネグロ 
 

（注１）税務行政執行共助条約が多数国間条約であること、及び、旧ソ連・旧チェコスロバキアとの条約が複数国へ承継されていることから、条約等の数と国・地域数が一致しない。 
（注２）条約等の数及び国・地域数の内訳は以下のとおり。 
    ・租税条約（二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止を主たる内容とする条約）：74本、81か国・地域 
    ・情報交換協定（租税に関する情報交換を主たる内容とする条約）：11本、11か国・地域（図中、（※）で表示） 
    ・税務行政執行共助条約：締約国は我が国を除いて126か国（図中、国名に下線）。適用拡張により144か国・地域に適用（図中、適用拡張地域名に点線）。このうち我が国と二国間条約を締結していない国・地

域は63か国・地域。 
    ・日台民間租税取決め：１本、１地域 
（注３）台湾については、公益財団法人交流協会（日本側）と亜東関係協会（台湾側）との間の民間租税取決め及びその内容を日本国内で実施するための法令によって、全体として租税条約に相当する枠組みを構築(現在、

両協会は、公益財団法人日本台湾交流協会（日本側）及び台湾日本関係協会（台湾側）にそれぞれ改称されている。）。 
 

《87条約等、156か国・地域適用／2025年7月１日現在》（注１）（注２）

日本の租税条約ネットワーク
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